
令和４年度政策・方針決定過程への女性の参画状況調べにおける表記の修正について 

令和５年７月 

 

国民民主党・日本 PTA全国協議会による数値の訂正があったため、下記の通り修正し

ます。 

 

【１】 女性の政策・方針決定過程への参画状況の推移（総括表） 

５. 教育・研究等 

 （PTA） 

日本 PTA全国協議会役員 

 正 誤 

2022年 

（令和４年） 
11.1 6.7 

  対前年差  -5.6  -6.6 

2021年 
16.7 13.3 

（令和３年） 

  対前年差  10.8  6.6 

2020年 
5.9 6.7 

（令和２年） 

  対前年差  -5.2  -6.6 

2019年 
11.1 13.3 

（平成 31年／令和元年） 

  対前年差   -2.2   0 

 

都道府県・政令市ＰＴＡ協議会役員 

 正 誤 

2021年 
10.9 24.8 

（令和３年） 

  対前年差  7.8  2.2 

2020年 
3.1 22.6 

（令和２年） 

  対前年差  -1.6  17.9 

 

 



【２】各分野における参画状況 

１． 国・地方公共団体等 

○国の立法・司法・行政 

  e.政党 

国民民主党 党員数 

 

 

５. 教育・研究等 

（７）PTAにおける役員 

日本 PTA全国協議会（※１） 

 

（注）１ 

 

正 誤 

女性 

（割合） 

男性 

（割合） 

女性 

（割合） 

男性 

（割合） 

- 

（21.1%） 

- 

（77.4%） 

- 

（77.4%） 

- 

（21.1%） 

正 誤 

総数

（人） 

女性

（人） 

男性

（人） 

女性割合 

（％） 

男性割合 

（％） 

総数

（人） 

女性

（人） 

男性

（人） 

女性割合 

（％） 

男性割合 

（％） 

18  2  16  11.1  88.9  15  1  14  6.7  93.3  

正 誤 

協議会会長（各県ならびに政令指定

都市の代表）を兼任する理事 10名、

外部登用の監事 3名を含む。 

協議会会長（各県ならびに政令指定

都市の代表）を兼任する理事６名、

外部登用の監事３名 


